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• 空家相談件数
取組み状況について (空家等対策計画【第６空家等に関する相談対応】)

件数
指導内容

樹木 建物 その他

平成28年度 56 38 4 14

平成29年度 61 33 15 13

平成30年度
（4月～12月） 91 25 49 18

0

5

10

15

20

25

30

35

40

H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28 H30 H29 H28

樹木 建物 その他

4月 5月 12月11月10月9月8月7月6月 1月 2月 3月



取組み状況について (空家等対策計画【第7特定空家等に対する措置の具体的な内容】)

• 特定空家等に対する措置
№ 住所 点数※1

12条 14条
対応状況 備考

助言指導 助言指導 勧告 命令

1 天神2丁目 520 1 1 1 解体 Ｈ28.12所有者にて解体

2 渋谷1丁目 130 1 1 修繕

3 五月丘1丁目 130 1 1 修繕

4 井口堂2丁目 210 調査中 所有者調査中

5 五月丘5丁目 180 1 H30年度に指導

6 伏尾町 65 1 経過観察

7 伏尾町 30 1 経過観察

8 古江町 120 1 H30年度に指導

9 古江町 110 1 H30年度に指導

10 古江町 140 1 H30年度に指導

11 城南1丁目 70 経過観察

12 大和町 50 経過観察

13 荘園1丁目 225 1 1 納税者が財産管理人申立予定

14 栄町 145 1 1 納税者が財産管理人申立予定

15 新町 220 1 1 1 解体 H30.3月略式代執行にて解体(事例1)

16 新町 310 1 1 1 調査中 H31年度略式代執行予定(事例2)

17 石橋4丁目 160 1 ブロック塀対応済、瓦等で再指導

18 荘園2丁目 400 1 調査中 相続放棄の有無を確認

※1:特定空家の認定は、「国特定空家等ガイドラインの運用に係る技術的助言」により判定し、1項目でも該当
があれば特定空家等に認められます。また合計点数が100点以上の特定空家等に対しては空家法第14条の
規定に基づく指導が必要となります。



• 特定空家等に対する措置(1-1)
物
件
概
要

建築年  不詳【昭和49年当初  存在】

構造・面積等 ・5戸1長屋建住宅(159.7㎡)

土地等所有者 ・土地・建物所有者は別々

略
式
代
執
行
に
至
る
ま
で
の
経
緯

所有者の特定  住民基本台帳 戸籍情報 近隣  聞 込 

立入調査 ・平成29年12月4日

特定空家等の該当判
断

・そのまま放置すれば倒壊等の著しく保安上危険とな
るおそれのある状態

所有者の確知 平成29年12月、相続人の死亡を確認したことにより、
所有者は確知できないと判断。

公告 ・平成30年2月1日（期日：2月14日）

略式代執行 ・平成30年2月21日
除却工事は委託により実施
委託先・・・市内業者（一般入札により選定）

撤去等工事完了  同年3月30日（延べ37日）

撤去等費用 ・約238万円（内容：家屋の除却工事）

費用回収方法  相続財産管理人制度 活用

その他（補足）

執行前

執行後

取組み状況について (空家等対策計画【第7特定空家等に対する措置の具体的な内容】)



• 特定空家等に対する措置(1-2)
◆財産管理人制度の活用について

・預貯金約３７０万円を残して死亡。

・所有者（相続人）は不存在。

・平成30年12月 相続財産管理人制度の申立

池田市が利害関係人
に該当する状況

◇家庭裁判所にて財産管理人になる弁護士を選定。選定された弁護士が相続関
係、資産、債権などの再調査を行った後、被相続人の財産管理を行う。

◇略式代執行の費用回収については、平成31年度に回収見込み。

取組み状況について (空家等対策計画【第7特定空家等に対する措置の具体的な内容】)



• 特定空家等に対する措置(2)
物
件
概
要

建築年 ・昭和44年7月

構造・面積等 ・木造瓦葺2階建住宅(92.74㎡)

土地等所有者 ・土地・建物所有者は別々

略
式
代
執
行
に
至
る
ま
で
の
経
緯

所有者の特定方法  住民基本台帳 聞 込 調査 出入国記録

立入調査 ・平成29年12月14日

特定空家等の該当判断 ・そのまま放置すれば倒壊等の著しく保安上危険と
なるおそれのある状態
・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置
    不適切   状態

所有者の確知状況 ・建物所有者は外国籍の可能性が高く、登記上の
住所地  聞込  入国管理局等  照会 行
  所在不明
・最終の居住者に対して、建物所有者に関する情
報提供をお願いしているところ

その他（補足） ・最終の居住者による情報提供の結果によって、
平成３１年度 略式代執行 検討

取組み状況について (空家等対策計画【第7特定空家等に対する措置の具体的な内容】)



• 危険家屋等の状況
◆平成28年度当初 実態調査結果

特定空家候補 233件（A：42件 B:191件）

◆平成30年 空き家指導及び調査結果（H31.1月現在）
特定空家候補 132件（A：18件 B:114件）
・所有者に対する指導や所有者による建替えや解体によって、特定空家候補
から削除。

※建物の危険性や管理状況から順にA～Eの５段階にランク分けしています。
その中でも特に危険な空家はA、Bランクに分類されます。

取組み状況について (空家等対策計画【第7特定空家等に対する措置の具体的な内容】)



◆セミナー・個別相談会の開催(平成３０年度)

・平成３０年８月１２日（日）10：00～
セミナー２３名 相談4組
内容：・住まい・空家の利活用

・空家の適正管理の必要性

・平成３０年１２月１５日（土）13：30～
セミナー３３名 相談5組
内容：・自然災害に備えるための知恵

・空き家で悩まないための知恵

※参考(大阪府主催セミナー)
・平成３１年１月２５日（金）14：00～

取組み状況について (空家等対策計画【第8 所有者等による空家等の適正な管理の促進】)



◆ 池田市シルバー人材センター

「空き家管理事業」の実績報告

空き家見守り
サポート件数

植木剪定件数 除草件数 その他

平成28年度 55 33 39 0

平成29年度 51 60 73 3

平成30年度
（4月～12月）

83 45 57 8

取組み状況について (空家等対策計画【第8 所有者等による空家等の適正な管理の促進】)



◆官民協働による事業展開について

●空き家啓発冊子の発行
・平成31年1月
株式会社ホープと空き家啓発冊子
発行に関する協定を締結

●冊子の内容

・放置空家の危険性について
・相続登記について
・池田市空き家相談窓口
・空き家に関する補助制度

取組み状況について (空家等対策計画【第8 所有者等による空家等の適正な管理の促進】)



• 空家バンク制度の実施について

◆物件登録件数 （１件）
・天神2丁目（賃貸希望）
※相談受付件数 他2件

◆利用者登録件数 （８件）

・賃借及び購入希望 ３件
・賃借希望 ２件
・購入希望 ３件

※利用方法
居住用、福祉関係施設、
料理教室 など

平成30年5月1日より開始

取組み状況について (空家等対策計画【第9 空家等及び跡地の活用の促進】)



• 天神2丁目登録物件の概要
取組み状況について (空家等対策計画【第9 空家等及び跡地の活用の促進】)



• 空家バンク補助制度について
◆池田市空家バンク仲介手数料補助金

バンクに登録された物件を対象に、

・売買契約にかかった仲介手数料 最大２０万円

・賃貸契約にかかった仲介手数料 最大 ５万円

◆空家バンクインスペクション費用補助

・バンクに登録された物件
についてインスペクション
を実施する方に対し、

最大５万円の補助

取組み状況について (空家等対策計画【第9 空家等及び跡地の活用の促進】)

適正な維持管理を実施
・定期的な点検、補修・修繕・更新
・履歴の作成・保存等

インスペクション等により
安心して住宅を売買

・インスペクションの実施
・既存住宅売買瑕疵保険の加入 等



◆空き家等老朽木造住宅除却補助

（不良住宅 最大４０万円補助。H27年4月～）

◆空家等跡地活用事業補助

（跡地活用 最大１００万円補助。H28年12月～）

平成２７年度 ３件
平成２８年度 ６件
平成２９年度 ６件
平成３０年度 ７件 ※平成３１年１月末時点

平成２８年度 ０件
平成２９年度 ０件
平成３０年度 ０件 ※平成３１年１月末時点

• その他の補助制度について
取組み状況について (空家等対策計画【第9 空家等及び跡地の活用の促進】)



◆平成31年度に重点的に実施
○第8 所有者等による空家等の適正な管理の促進

8-3.環境づくり
・地域と連携した啓発活動の促進

・空家管理者登録制度の検討

○第9 空家等及び跡地の活用の促進
9-4.「まち育て」の視点を持った利活用の促進
・「リノベーションまちづくり」の考えられる展開の方向性

地域・民間事業者と連携を行い、空家を利活用した
地域特性に応じた魅力あるまちづくりをめざします。

取組み状況について



空家の応急対応ついて

【背景・課題】
平成30年の台風21号や大阪府北部地震により、空家のブロック塀
が大きく傾き、法に基づく指導を進めている中、当該ブロック塀が道
路や通路に倒壊する事案が発生。
このような応急的な措置が必要な案件に対し、現在は対応が困難。

【台風による事案の指導等の経緯】「石橋4丁目」
平成30年6月29日 所有者住所へ助言を送付（法第12条）
平成30年9月 4日 台風被害発生
平成30年9月 5日 所有者住所を訪問（不在）、

指導文書（法第14条第1項）を郵便受けに投函
平成30年9月 6日 所有者の戸籍謄本等を再度取得

所有者住所を再度訪問（不在）
所有者の親族から市役所に電話あり、
口頭で内容を説明

平成30年9月 7日 ブロック塀倒壊



空家の応急対応ついて

平成30年6月21日時点 平成30年9月4日時点

平成30年9月7日時点



空家の応急対応について

【その他の当該事案】

・瓦の落下

・アンテナの落下 ・壁の剥落



空家の応急対応について

【他自治体の状況】

・平成29年3月31日時点で、防災・安全上、緊急を要する
空家等について、助言・指導、勧告、命令の所定の手続
きを経ることなく、迅速に必要最小限度の応急安全措置
をできるよう２９７市区町村において、空家法では対応で
きないために条例で規定している。※1

※1 国土交通省住宅局住宅総合整備課住環境整備室
「平成28年 地方分権改革に関する情報提供1」を参照



空家の応急対応について

【大阪府内の自治体の条例における
当該措置の手続き関係規定の内容※2】

自治体

所有者等
同意

通知 費用徴収

備考
必
要

必
要
無
し

事
前

事
後

必
要
無
し

所有者等が確
知できない場
合

所
有
者
等
負
担

で
き
る
規
定

規
定
無
し

東大阪市 ○ ○ ○ 時間的余裕がない場合等は通知不要。

枚方市 ○ ○ 事後公告 ○

八尾市 ○ ○ ○

寝屋川市 ○ ○ 事後公告 ○

茨木市 ○ ○ 事後告示 ○

門真市 ○ ○ ○ 所有者が不明な場合に限る

岬町 ○ ○ ○

※2 平成31年1月9日時点 各自治体の条例を基に池田市作成



空家の応急対応について

【今後の方針（案）】
・空家対策を行ったとしても、今後世帯数の減少に伴う空家の増加
が懸念される
・気候変動の影響により自然災害の頻発・激甚化が懸念される

・所有者の海外在住、高齢化等による早急な対応が望めない状況
の増加が懸念される

・上記3点により、今後も応急措置が必要となる事案が発生する可
能性が高い

本市においても条例で応急措置を規定するよう検討


